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Geared  
　半導体製造装置・FPD（フラット・パネル・ディスプレイ）製

造装置のリーディングサプライヤーである東京エレクトロン

は、世界の半導体デバイスメーカー・液晶パネルメーカーに、

優れたプロセス性能と量産性能を持つ数々の製品を、確かな

技術サービスとともに提供しています。

　東京エレクトロンのマーケットリーダーとしての地位を揺

るぎないものにしているのは、1963年の創業以来受け継がれ

てきた、徹底した顧客満足の追求です。お客様の真のニーズを

迅速に、的確に掴み、先進的な製品の創出に繋げることを強み

としています。

　日本、アメリカ、ヨーロッパ、アジア、各地域に広がるグロー

バル拠点をベースに、東京エレクトロンは世界中のお客様の

生産ラインに日夜貢献し、たゆまぬ技術革新を通じて、デジタ

ルネットワーク時代の未来を切り拓いていきます。

将来見通しに関する注意事項
このアニュアルレポートで述べられている東京エレクトロンの将来
の業績予測、経営戦略、確信などは、現時点で入手可能な情報に鑑みて
なされた当社の判断に基づくものであり、これらの将来見通しの記述
には、既知または未知のリスク、および不確実性などの要因が内在し
ています。従いまして、実際の業績、成果はここに述べられている見通
しとは大きく異なる可能性があることをご承知おきください。
東京エレクトロンの将来見通しに直接的・間接的に影響を与える要因
としては次のようなものがあります。

•国内外の経済情勢、消費動向、為替相場の大幅な変動
•半導体、FPD市況の変化
•半導体メーカー、FPDメーカー、電子機器メーカーなどの東京エレ
クトロンの顧客が生産または提供する製品とサービスに対する需
要の変化

•急速な技術革新、変化する顧客ニーズにタイムリーに対応する製品
やサービスを東京エレクトロンが継続的に開発し提供していける
能力
詳細につきましては、P27の事業などのリスクをご覧下さい。
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 for Growth

Pride
私たちは、自らが誇りを持てる高い価値を持った製品・
サービスを提供します。

● 最先端の技術製品を最高の品質・技術サービスとともに提供
し、お客様の真の満足を追求します。

● 利益は製品・サービスの価値の大きさを示す尺度であると考
え、それを大切にします。

Challenge
私たちは、世界No.1をめざし、新しいこと、人のやらないこと
にチャレンジします。

● 変化をチャンスととらえ、柔軟かつ積極的に行動します。
● 失敗に対して寛容であるとともに、そのプロセスと結果から学ぶこ
とを重視します。

Ownership
私たちは、オーナーシップを持って、考え抜き、やり抜き、
やり遂げます。

● 常に問題意識を持ち、課題には情熱と責任感を持って取り組みます。
● 意思決定を早くし、良いと考えることはすばやく実行します。

Teamwork
私たちは、お互いを認め合い、チームワークを大切にします。

● オープンに意見を交わし、風通しの良い職場をつくります。
● ビジネスパートナーとお互いに信頼し、成長できる関係を築きます。

Awareness
私たちは、社会の一員としての自覚を持ち、責任のある行
動をします。

● 法令と社会のルールを遵守します。
● 安全と健康および地球環境への配慮を最優先に考えます。
● 地域社会から高く評価される会社であるよう心がけます。

TELバリュー
TELバリューは東京エレクトロン（TEL）がこれまで積み上げてきた“TELの考
える価値”そして“TELらしさ”です。これからも私たちは、TELバリューを成長
の原動力として、未来へと継承していきます。
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1997 1998 1999 2000

会計年度：
売上高 ......................................................................... ¥432,785 ¥455,585 ¥313,820 ¥440,729
営業利益（損失）........................................................... 60,389 63,296 6,383 35,816
税金等調整前当期純利益（損失）................................. 54,222 56,060 6,038 29,689
当期純利益（損失）....................................................... 29,975 30,009 1,866 19,848
減価償却費 .................................................................. 10,167 12,652 17,921 19,446
設備投資額 .................................................................. 18,456 33,302 23,478 18,999
研究開発費 .................................................................. 20,988 26,813 26,842 37,135

会計年度末：
総資産 ......................................................................... ¥387,077 ¥493,600 ¥414,903 ¥499,499
株主資本 ...................................................................... 207,476 261,009 257,716 273,603

1株当たり情報：
当期純利益（損失）....................................................... ¥  181.97 ¥  174.68 ¥    10.70 ¥  113.53
配当金 ......................................................................... 28.00 30.00 12.00 14.00

従業員数（人）.............................................................. 6,277 7,287 7,835 8,946

連結財務ハイライト

2002 2003 2004 2005 2006

673,686

417,825
460,580

529,654

635,710

0

250,000

500,000

750,000

1,000,000

売上高

（百万円）
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注記: 1. 米ドル表示は、2006年3月31日の為替レート1ド
ル＝117.47円で換算しています。

2. 1997年度の1株当たり情報は当該年度に行なわれ
た1対1.1の株式分割を反映して表示しています。

3. 2005年3月期に収益計上基準の変更を始めとす
る会計方針の変更を行いました。詳しくは連結財
務諸表注記をご参照ください。

■ アジア経済が回復し、半導体需給
バランスも改善する。半導体設備
投資が盛り上がる。

■ 山梨地区に300mmウェーハ対応
プロセステクノロジーセンター
（現在の先端プロセス開発セン
ター）が完成。300mm時代への準
備が本格化する。

■ 年度の後半よりアジア経済危機
が始まる。

3月31日に終了した事業年度

FY1997
■ DRAMの供給過剰で半導体設備投資が
減速する。

FY1998

■ アジア経済危機に加えDRAM供給過剰の
再来で、半導体設備投資が減速する。

■ 取締役会と業務執行体との機能分離、取締
役数の適正化、報酬委員会の設置等、コー
ポレートガバナンス関連の改革を進める。

FY1999

FY2000
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百万円 千米ドル

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2006

¥723,880 ¥417,825 ¥460,580 ¥529,654 ¥635,710 ¥673,686 $5,734,965
121,086 (18,310) 1,119 22,280 63,983 75,703 644,446

99,132 (22,919) (23,010) 14,936 55,775 75,328 641,256
62,012 (19,938) (41,554) 8,297 61,601 48,006 408,663
21,679 26,294 27,374 24,963 21,463 19,170 163,191
49,403 30,946 12,359 11,007 9,876 13,335 113,517
52,911 53,827 50,123 44,150 43,889 49,182 418,673

¥729,511 ¥556,915 ¥524,901 ¥561,632 ¥644,320 ¥663,243 $5,646,063
333,281 307,579 252,904 275,800 332,165 376,900 3,208,480

 円 米ドル

¥  353.76 ¥ (113.85) ¥ (238.57) ¥    46.37 ¥  343.63 ¥  267.61 $         2.28
38.00 8.00 8.00 10.00 45.00 55.00 0.47

10,236 10,171 10,053 8,870 8,864 8,901

2002 2003 2004 2005 2006
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1株当たり当期純利益（損失）
(円)

■ 株主資本
株主資本当期純利益率（ROE）
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■ 事業構造改革の成果が顕在化し、キャッシュフ
ローが大幅に改善する。

■ 収益計上基準の変更を始めとする会計方針の変
更を行う（連結財務諸表注記ご参照）。

■ 事業構造改革関連で206億円の特
別損失を計上。

■ Tokyo Electron（Shanghai）Ltd.
を設立し、中国でのダイレクトオ
ペレーションを開始する。

■ 米国に先進的な半導体材料およびプロセスの研究開発を
行う TEL Technology Center, America, LLC（TTCA）
を設立する（ニューヨーク州が推進する研究開発支援プ
ログラム Albany NanoTech projectへの参加）。

FY2001
■ 東京エレクトロン株（#8035）、日経225銘柄に採用
される。

■ IT投資の活況期を迎える。
■ 300mmウェーハ対応装置の生産能力を増強する。
■ 最先端の計測ソフトウェア技術を有する米国Tim-

bre Technologies, Incを買収する。
■ 過去最高の売上高・当期純利益を記録する。

FY2002
■ 市場環境が急速に悪化し始める
（ITバブル崩壊）。

■ 製造拠点の統合、閉鎖を進める。

FY2003

FY2004
■ 半導体メモリ投資拡大の恩恵を受け、増
収増益を達成する。

■ 配当政策の刷新と役員の報酬体系の見直
しを行う。

■ 韓国におけるポストセールスビジネス強
化のためにTokyo Electron Korea
Solution Ltd.を設立する。

FY2005

FY2006
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0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

2005 2006

15,966 17,497

86,249 86,881

75,038 81,176

457,191
486,883

635,710

673,686
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東京エレクトロンの事業概要

PC、携帯電話など、デジタル製品の基幹部品である半導体デバイス（ICチップ）。その
生産に不可欠な半導体製造装置を幅広く取り揃え、世界の半導体デバイスメーカー
に、優れた技術サポートと共に提供しています。高い生産性を備え、多様な顧客ニー
ズに応える東京エレクトロンの製品と技術は、ますます高度になる半導体製造に今
やなくてはならないものとなっています。

2006年3月期レビュー
売上高は、前期比6.5%増加の4,869億円でした。
　PC、携帯電話の出荷が順調に拡大したことに加え、携帯音楽プレーヤーなどのデ
ジタルエレクトロニクス製品が急伸し、NAND型フラッシュメモリ、DRAMなどの
半導体需要が好調に推移しました。こうした動向を受け、半導体メーカーが生産能
力増強と最先端デバイス開発に向けた設備投資を積極的に行ったため、当社製品に
対する引き合いが活発になりました。

Semiconductor Production Equipment 半導体製造装置

FPD Production Equipment FPD製造装置

Computer Network コンピュータ・ネットワーク

Electronic Components 電子部品

事業概要

72.3%

12.0%

2.6%

12.9%

美しく鮮やかな映像を映し出すPCや液晶テレビのディスプレイ。その生産を担う
FPD製造装置を、日本・アジアに集中する液晶パネルメーカーに、確かな技術サポー
トとともに提供しています。お客様の高品質と低コストの追求に、東京エレクトロ
ンは優れた製品と技術で応えます。

2006年3月期レビュー
売上高は、前期比8.2%増加の812億円でした。
　大画面液晶テレビが一般家庭に急速に普及してきており、液晶パネルメーカーは、
生産能力強化と最先端ディスプレイパネル開発のための設備投資を増強しました。
このような環境のもと、特に台湾地域における売上が拡大しました。世代別では、第
6世代ガラス基板対応装置が売上に大きく貢献し、第7世代ガラス基板対応装置も急
伸しました。

優れたネットワーク関連商品を始めとする時代のニーズに応える商品を幅広く取
り揃え、ブロードバンド時代のビジネスソリューションとして提供しています。世
界の最先端テクノロジーをいち早くキャッチするマーケティング組織を国内外に
持ち、商品の導入からサポートまで一貫して提供しています。

2006年3月期レビュー
売上高は、前期比9.6%増加の175億円でした。
　SAN（Storage Area Network）関連製品では、ネットワーク構築の基盤技術であ
るファイバーチャネルスイッチなどの売上が好調に推移し、また、ネットワーク関
連製品では、安全性の高いWebサイト構築を可能にするビジネスが堅調でした。

世界の優れた電子部品を多彩にとり揃え販売を行う「商社ビジネス」と、お客様の
ニーズに応えて設計開発や自社ブランド商品の開発を行う「開発ビジネス」の二つ
の機能を有する、新しい形態のビジネスを展開しています。高度な技術開発力とマー
ケティング力を活かして、お客様が新商品の企画を行う初期の段階から、設計・開発・
製造に至る全ての段階で、最適なソリューションを提供します。

2006年3月期レビュー
売上高は、前期比0.7%増加の869億円でした。
　売上全体の約9割を占める「半導体製品」においては、国内設備投資の増加を背景
にして、ファクトリー・オートメーションや携帯電話基地局向け製品の売上が堅調
でした。また、個人消費の拡大を背景にして、薄型テレビやカーナビゲーションシス
テム向け製品の売上も堅調でした。上記事業の売上以外に、その他の売上があります。

（2005年3月期1,266百万円、2006年3月期　
1,249百万円）

売上高
2005年 3月期に収益計上基準の変更を始めとする会計
方針の変更を行いました。詳しくは連結財務諸表注記を
ご参照ください。
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● コータ/デベロッパ
● SODコータ
● プラズマエッチング装置
層間絶縁膜エッチング装置・シリコンエッチング装置

● 熱処理成膜装置
● 枚葉成膜装置

CVD装置・プラズマ処理装置
● サーフェスプレパレーションシステム
オートウェットステーション・枚葉洗浄装置・

プリクリーン装置・スクラバーシステム

● ウェーハプローバ
● 輸入製品

主要取扱い製品 地域別売上高 （百万円）

2005 2006

112,455

62,725

31,127

71,052

110,646

69,186

142,173

93,272

45,045

66,948

108,314

31,131

■ 中国・その他地域
■ 台湾
■ 韓国
■ 欧州
■ 米国
■ 日本

● FPDコータ/デベロッパ
● FPDプラズマエッチング/アッシング装置

2005 2006

2,162

21,064

14,152

30,845

8,977

22,029

16,618

40,367

● ビジネスネットワーク＆セキュリティ・ソリューション
● ストレージエリアネットワーク・ソリューション
● ミドルウェア・ソリューション
● 航空宇宙関連製品

2005 2006

17,497
15,966

■ 日本

● 半導体製品
● ボード製品
● ソフトウェア
● 一般電子部品

2005 2006

7,298

81,938

4,311

79,583

FPDプラズマエッチング/アッシング装置
ImpressioTM

F5 Networks, Inc.
BIG-IP Local Traffic Manager

Xilinx, Inc.

■ 中国・その他地域
■ 台湾
■ 韓国
■ 日本

■ 海外
■ 日本

コータ/デベロッパ
CLEAN TRACKTM LITHIUSTM

プラズマエッチング装置
TeliusTM
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ステークホルダーの皆さまへ

Advancing
to a New Stage

of Growth
2006年3月期は、新たな成長に向けて順調に増収増
益軌道に乗った年であったとともに、次代を担う新

製品を数多く創出した年となりました。

2006年3月期業績：半導体メモリ分野での強みが増収増

益を牽引

　東京エレクトロンの2006年3月期における連結業績は、

売上高6,737億円（前期比6.0%増）、営業利益757億円（前期比

18.3%増）、当期純利益480億円（前期比22.1%減少*）となりま

した。

* 前期2005年3月期は、279億円の繰延税金資産の再計上が大きな増益効
果となり616億円の当期純利益を計上しましたが、当期はその反動で前
期比22.1%の減少となりました。
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■ 売上高
■ 営業利益（損失）
営業利益率

■ 有利子負債残高
デット・エクイティ・レシオ（有利子負債残高/株主資本）

　お客様への高い貢献を通して収益のさらなる増大を目指す当

社にとりまして、当期は、中・長期成長計画達成に向けて順調に

増収増益軌道に乗り、新しい成長ステージの始まりを確信した

年となりました。

　デジタルネットワーク、モバイルコミュニケーション時代の

本格的な到来を迎え、今、世界的に半導体設備投資、液晶設備投

資が積極的に行われています。特に、日本を含むアジア地域にお

ける投資の加速が当地域に強い顧客基盤を持つ当社への追い風

となり、当期の好業績を達成することができました。また、半導

体アプリケーションにも革新の波が訪れ、「メモリ媒体の革命」

として登場したNAND型フラッシュメモリが市場を大きく牽

引する力となっています。こうした先進的なメモリを始めとす

る高度なプロセステクノロジーを必要とする半導体の製造に当

社の製品群が強みを持ち、優れた製品とサービスの提供を通し

てお客様の高い信頼を勝ち得たことが当期の好調な業績につな

がりました。

　「売上高に同期したキャッシュの創出」も当社が継続的に取り

組んできた重要課題の一つです。資産の回転率を高めて運転資

金の増加を抑制する取り組みが成果となって現れ、前期に引き

続きフリーキャッシュフローが大きなプラスとなりました。当

期は潤沢に創出されたキャッシュの一部を有利子負債の返済に

充て、デット・エクイティ・レシオを17.3%まで低下させること

ができました。また、業界の特性であるシリコンサイクルの存在

を考慮して、現預金残高も適正と考える水準に引き上げ、バラン

スシートがさらに安定性の高いものになりました。

当期最大の成果：増益の布石となる複数の新製品を市場

に投入

　東京エレクトロンの成長は新製品の開発に支えられていま

す。お客様が必要としている新しい技術が何であるかを的確に

掴み、お客様の技術革新を強力にサポートする製品を迅速に開

発し提供していくことが当社の成長の真の原動力となります。

　当期、半導体製造プロセスにおけるさらなる微細化や新材料へ

の変化に対応する多くの65/45nm向け新製品を市場にリリー

スすることができました。また、大型液晶テレビの需要が想定以

上のスピードで伸びる中、大型液晶パネルの生産を担う第8世

代液晶製造装置を世界に先駆けて出荷いたしました。これまで

の新製品開発への努力が、今、着実に開花の時期を迎えています

が、私たちはこれを当期の最大の成果と捉えています。東京エレ

クトロン独自の技術が結集したこれらの新製品は、来期以降に

売上のボリュームゾーンを迎え、増収増益に大きく貢献するも

のと期待しています。
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2005年3月期に収益計上基準の変更を始めとする会計
方針の変更を行いました。詳しくは連結財務諸表注記を
ご参照ください。

売上高および営業利益（損失）
（億円） （%）

有利子負債残高およびデット・エクイティ・レシオ
（億円）
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今後の事業方針

　東京エレクトロンは、お客様の真のニーズに応えることを通

じて、さらなる高収益体質の獲得に向けて変革を遂げていきた

いと考えています。そのための「成長戦略」のコアとなるのは、付

加価値の高い新製品の市場投入の加速、製造における生産効率

の追求によるコスト競争力の強化、技術・サービスにおける世界

最高のクオリティの追求です。こうした開発・製造・サービス一

体となった収益拡大・利益率向上に向けた取り組みを成功させ、

創出されるキャッシュを次の成長戦略に投じ、さらに成長する

という好循環を生んでいきたいと考えます。

　また、当社の独創的なコア技術を最大限に生かしながら、今後

成長が期待される新分野への進出を視野に入れたマーケティン

グおよび研究開発活動を行っていきます。

　東京エレクトロンは、中長期的視点で当社の成長を持続させ

る戦略を確実に実行し、優れた財務体質を持つ企業になること

を目指していきます。

たゆまぬ技術イノベーションでデジタル社会発展のため

のインフラを提供する

　東京エレクトロンは、半導体、液晶ディスプレイなど、モバイ

ルコミュニケーション、デジタルネットワーク時代のコアとな

る基幹部品の生産に貢献する数々の製造装置を提供していま

す。優れた基幹部品およびそれを作る優れた製造装置なくして

デジタル社会の発展はありません。私たちは私たちの事業が

人々の豊かで快適な生活を根底から支えているとの強い信念の

もとに経営を行っています。常に明日を見つめ、次代の技術を見

つけ育み、世界中のお客様への優れた生産インフラの提供を通

して社会の発展に深く貢献していきます。

　グローバルベースの企業として、環境への配慮も大変重要な

使命と捉えています。製造装置に関わる環境負荷を低減させる

取り組みを始め、様々な関連スキームを積極的に推進し、半導

体・FPD製造装置業界のリーダーとしての責任をこれからも果

たしていきます。さらに、社会の信頼に応えるためのコンプライ

アンス、透明で公正な経営を推進するためのコーポレート・ガバ

ナンスについても、当社は早くからその思想やシステムを経営

に取り入れ実践しています。

　東京エレクトロンは、これからも、たゆまぬ技術イノベーショ

ンでお客様にそして社会に価値ある富をもたらしていきます。

同時に、より確かな成長の基盤を築くための変革を加速し、一層

の収益拡大と企業価値の増大を目指していきます。新たな成長

ステージに入った東京エレクトロンの今後にご期待いただき、

これからも変わらぬご支援をお願い申し上げます。

2006年6月

代表取締役会長　東　哲郎

代表取締役社長　佐藤　潔
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デジタルネットワーク時代の本格化が半導体市場を牽引する
（十億米ドル）

■ 半導体設備投資

半導体のコンシューマー製品への搭載は半導体価

格の下落を促し、製造装置メーカーへの価格圧力となっ

て跳ね返ってくるのではないかという懸念もあります

が、どのように対処していくのですか。

　デジタルコンシューマー市場は、製品も多様で価格の変動も

激しく、我々のお客様である半導体メーカーでは、競争に勝つた

めにすばやい製品の立ち上げが必須となります。そのためには、

量産ラインの立ち上げのスピード向上、製造サイクルタイムの

短縮化、歩留まりの向上などを通して生産性を高める必要に迫

られます。また、一層の低消費電力化など、半導体プロセスに求

められる技術も高度化してきますので、ますます我々装置メー

カーへの技術革新の要求が高まってきます。

　こうした中で、お客様の要求に革新的技術で応え、コストパ

フォーマンスに優れる装置を開発して提供することこそ、お客

様の真のニーズに応える道と考えています。圧倒的な量産性

能、プロセス性能を持つ信頼性の高い装置でお客様の生産ライ

ンに価値をもたらすことができるのであれば、お客様も満足で

すし、我々も装置を公正な価格で売ることができます。

　勿論、我々側の一層のコストダウンへの努力を怠ることはで

きません。

現在の最も重要な経営課題は何であるとお考えで

すか。

　企業として高いキャッシュフローを継続的に生み出していく

ことを目指しています。そのために、いかに営業利益率を上げ、

また、資産効率を高めていくかということが最大の経営課題で

す。特に、営業利益率については、厳しい半導体リセッションを

経て、2006年3月期に11.2%まで回復しましたが、現状のレベ

ルに満足しておりません。さらに高い目標に向かって最大の経

営努力をしていきます。利益率向上の最大のカギは、一言で言え

ば「メーカーの原点である開発力・製造力の強化」にあると考え

ています。研究開発投資もさらに増強する必要があります。

　もう一つは、今後も継続して新しい技術、新しいビジネスを生

み出していく企業であり続けることです。そのためには良き企

業風土や文化を次代に継承していかなければならなりません。

東京エレクトロンは、1963年に極めて旺盛なベンチャー・スピ

Q

Q
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■ 営業活動によるキャッシュ・フロー
■ 投資活動によるキャッシュ・フロー
フリー・キャッシュ・フロー（営業活動によるキャッシュ・フロー＋
投資活動によるキャッシュ・フロー）

現金及び現金同等物残高
有利子負債残高
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　キャッシュの使い方は、その時その時の経営環境や財務状況

から総合的に判断していくことになりますが、最大の株主の皆

さまへの還元は、成長を継続させ企業価値を最大化することだ

と考えていますので、生み出されたキャッシュを成長分野に継

続的に投資していくことが第一のプライオリティとなります。

また、当社が参画するマーケットは普通のマーケットとは異な

り、技術革新が極めて速いスピードで起きます。伸びていく技術

をいち早く見つけ、技術や知的財産権の取得を目的にした戦略

的提携やM＆Aに使っていくことも成長戦略を実行する上での

重要な手段の一つです。

　また、株主の皆さまへの配当も重要視しています。業績連動型

の配当を継続的に実施することを配当政策としており、連結当

期純利益に対する配当性向20%を目途としています。2006年3

月期まで、3期連続の増配を実現でき嬉しく思っています。

リットを持った数人の若者でスタートしました。それ以来、この

ベンチャー・スピリットは当社の歴史の中で途絶えることなく

燃え続けて、技術革新の激しい半導体や液晶などの分野で様々

なイノベーションを起こしてきました。21世紀に入って、私た

ちを取り巻くビジネス環境は大きく変化し、求められる技術革

新のスピードはさらに速くなってきています。我々は常に世界

をリードする会社として、より一層大きなイノベーションを起

こすことに果敢に挑戦し続けていかなければなりません。その

ための精神を組織の中に浸透させていきたいと思います。

キャッシュ・フロー・マネジメントの成果が現れ、

キャッシュ・フローが改善してきましたが、キャッシュの

使い道、また株主の皆さまへの還元についての方針をお

聞かせください。

　2006年3月期は、積みあがったキャッシュの一部を有利子負

債返済に充て、キャッシュポジションを引き上げるなど、より安

定した財務基盤の確立に使いました。

Q
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■ WFE market

TEL share

Source: Gartner Dataquest (April, 2006) GJ06250
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（暦年）

代表取締役社長 佐藤 潔

世界半導体前工程製造装置市場とTELの市場シェア
（十億米ドル） （%）

半導体ウェーハプロセス装置のグローバル市場に

おける東京エレクトロンのシェアが上昇しているようで

すが、その要因は何でしょうか。

　一つは、半導体設備投資におけるアジアでの投資比率の上昇

が背景にあります。日本も含めたアジア地域では、メモリメー

カー、ロジックメーカー、ファウンドリーと言った多種多様なお

客様が将来を見据えて盛んに設備投資をしていますが、特に前

期は、成長ポテンシャルの高いNAND型フラッシュメモリと大

容量DRAMに対する投資が大変活発に行われた年でした。当社

のアジア地域における顧客バックアップ力が大変強力であるこ

とに加えて、当社の製品群が、そうした進化した半導体メモリ

を始めとするハイエンドの半導体の生産に高いソリューション

を提供する製品として評価を受けたことが、当社の成長を牽引

したと考えます。

　個別には、特に際立った伸長を見せたのがサーフェスプレパ

レーションシステム（洗浄装置）分野です。3年ほど前までは一

桁台のシェアでしたが、プロセスの微細化に伴って300mm

ウェーハ対応のウェット・ステーションのシェアが一気に35%

近くまで上昇しました。これから、2006年3月期に市場投入し

た新製品が収益に貢献する時期を迎えます。グローバル市場に

おける当社のプレゼンスがさらに上がっていくことを期待して

います。

Q
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■ 世界半導体前工程製造装置市場
東京エレクトロンの市場シェア


